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平成３１年労第９０６号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する｡ 

 

事実及び理由 

第１ 再審査請求の趣旨 

労働基準監督署長（以下「監督署長」という。）が平成２９年１２月１５日付けで

再審査請求人（以下「請求人」という。）に対してした石綿による健康被害の救済に

関する法律（以下「石綿健康被害救済法」という。）による特別遺族給付金を支給し

ない旨の処分を取り消す。 

第２ 事案の概要 

１ 請求人の亡家族（以下「被災者」という。）は、Ｂ会社の事業主であり、昭和５

６年５月、労働者災害補償保険法（以下「労災保険法」という。）の第１種特別加

入（中小事業主等）の承認を受け、主に床工事に係る請負工事に従事していた。 

２ 被災者は、平成１０年頃より体調が急激に悪化し、Ｃ医療機関に受診したとこ

ろ、肺がん（以下「本件疾病」という。）と診断され加療を受けたが、○年○月○

日、同医療機関で死亡した。死亡診断書の記載は、直接死因は転移性肝がん、その

原因は本件疾病とされている。 

３ 本件は、請求人が被災者の死亡は石綿ばく露によるものであるとして、特別遺

族給付金の請求をしたところ、監督署長はこれを支給しない旨の処分（以下「本件

処分」という。）をしたことから、本件処分を不服として同処分の取消しを求める

事案である。 

４ 請求人は、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」という。）に対し審査請

求をしたところ、審査官が平成３１年１月２８日付けでこれを棄却する旨の決定

をしたことから、更にこの決定を不服として本件再審査請求をした。 

第３ 当事者の主張の要旨 

１ 請求人 

（略） 

２ 原処分庁 

（略） 
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第４ 争  点 

被災者の本件疾病の発症及び死亡が、石綿ばく露によるものであると認められる

か。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 理  由 

１ 当審査会の事実認定 

（１）被災者は、昭和２７年頃からＤのＥという親方に弟子入りし、３年間の大工見

習い、１年間のお礼奉公を経て、Ｄに居住しながらＦ会社のＧから仕事をもら

い一人親方の大工を昭和５５年まで続けたことが認められる。 

ア 被災者とＥの雇用関係は不明であるが、Ｅから独立して一人親方となった

経緯から、Ｅに雇用される労働者であったと推認されるところ、決定書に説

示するとおり、昭和２７年頃から４年間の被災者の業務内容及び同僚労働者

の有無は一件記録からも不明であり、石綿ばく露作業の従事期間として評価

することはできない。 

イ 被災者の一人親方としての特別加入について、請求人は、「被災者はＨ同業

者団体で一人親方をしていた。」旨述べているが、Ｈ及び労働局のいずれに

も特別加入に関する書類は存在しない。また、請求人は「Ｉ同業者団体が発

足したのを機に、昭和５６年５月１日に労災保険特別加入をした。」旨述べ

ているものの、それ以前の一人親方としての労災保険法の特別加入は認めら

れない。 

なお、請求人は、被災者の一人親方としての作業について、「鉄骨作業をす

るときは、鉄骨に石綿を吹き付ける作業であり、Ｆ会社の社長及びＧは肺が

んで死亡した。」旨述べているが、被災者の一人親方としての石綿ばく露に

ついて、請求人は、「ばく露歴を証言する同僚などはいない。」と述べ、Ｆ会

社の社長らの肺がんによる死亡についても、一件記録からは、Ｆ会社の社長

が、被災者の同僚として作業を行っていたか、肺がんを発症し死亡したこと

が石綿を原因とする労働災害として認定されているかのいずれも不明である

ことから、請求人について昭和２７年頃から昭和５５年までの間に石綿ばく

露作業があったとは認められない。 

（２）被災者は、決定書に説示するとおり、昭和５５年１０月、Ｊに会社を立ち上げ



 - 3 - 

事業主となり、平成５６年５月１日から労災保険に加入し、同月２３日に中小事

業主等の特別加入の承認を受けたことが認められ、会社立ち上げ以降、床工事及

び、壁の工事も行っていたことが認められる。 

ア 請求人は、床工事について、要旨、「土間コンクリート又は捨てコン面にヒ

ルティ又はエアピンにより鋼材の脚を固定し、大引き、根太掛けをした上で、

ベニヤを重ねていく作業である。」と述べ、床工事を発注したＫ会社取締役

管理部長Ｌは、「床工事は、金属建材を敷いた上にベニヤ板やフローリング

を敷く工事をお願いしていました。」と述べていることから、被災者が行っ

た床工事の工程は鋼材の固定からフローリングの敷設であり、使用した材料

は金属材料、木質系材料及び木材と認められ、石綿を含む材料とは認められ

ない。 

イ また、壁の工事について、請求人は、要旨、「石綿が吹き付けられた壁に、

板を張り付けていた。」と述べているが、一件記録をみても請求人が石綿に

ばく露した事実を裏付ける証拠は確認できない。 

ウ （ア）また、請求人は、被災者の業務による石綿ばく露の状況について、上

記意見書において、「①ヒルティ、エアピンを用いて、床にピンを打つ

作業は、ピンを打つ場所の墨付けのため、床の断熱材に使用された石

綿吹付け材を素手でかき分けていたことから、石綿紡績作業における

「混綿」や石綿含有製品の製造工程における混合機に原料石綿を投入

する原料石綿を直接扱う作業と実質的に同様のばく露形態である。②

上記①の作業の前に、床に石綿が吹き付けられるが、吹付け作業の間、

１～５m隣で、作業を見守っており、実質的に吹付け作業者と大差はな

い。」旨主張している。 

（イ）①の主張について 

吹付け石綿は昭和５０年に施行された特定化学物質等障害予防規則

の改正により原則禁止となり、ロックウールとセメントを混合した吹

付けロックウールに変わったが、過渡期の５年間は技術的な問題から

石綿を５重量％未満含有させていたとされ、昭和５５年以降の吹付け

ロックウールは湿式工法を除き完全に無石綿になったとされている。 

湿式工法で石綿を含む吹付けロックウールが使用されたのも、昭和６

３年頃までとされており、湿式工法は、発じんを嫌う施工場所で採用
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されている。 

したがって、被災者の特別加入は昭和５６年５月であることから、湿

式工法以外の工法によるロックウールの吹付けによる石綿ばく露は、

被災者の特別加入期間中なかったものと考えられるところである。ま

た、湿式工法による場合にのみ昭和６３年頃まで５重量％未満の発じ

んが抑えられたもののばく露の可能性が認められるが、平成元年以降

はロックウールの吹付けによる石綿ばく露はなかったと考えられる。 

この点、Ｌの「Ｋ会社は平成元年 1月に設立され、同社が請け負った

工事で石綿を使用したものはない。」旨の申述と符合する。 

そうすると、主張①について、石綿を含む吹付けロックウールを素手

でかき分ける作業は、石綿そのものを綿と混ぜたり投入したりする作

業と同様とは認められない。 

（ウ）上記②の主張について 

吹付け作業者と間接ばく露者のばく露を同様に扱うことはできず、

吹付けロックウールに係る石綿含有量及び湿式工法の発じんについて

は上記（イ）のとおりであることから、請求人の主張は採用できない。 

エ さらに、請求人が述べている被災者が施工した主な工事のうち、施工が一件

記録により確認される工事は、Ｍ床工事、Ｎ床工事、Ｏ床工事及びＰ改修工

事であるが、工事の内容が確認されるのは、Ｍ床工事に限られる。 

同工事は、Ｍ改修工事のうち、平成３年１月１０日から同年３月４日を契

約上の工期とする床改修工事であり、石綿の取扱いは認められない。 

一方で、並行して、天井石綿除去工事が行われており、決定書に説示する

とおり、同工事は石綿の飛散防止措置が行われていることから、仮に被災者

が当該床改修工事の作業中に石綿にばく露していたとしても、間接的なばく

露を受ける作業であったと認められる。なお、Ｍ改修工事において業務上の

事由による石綿疾患の認定はされたものではない。 

その余の工事については、いずれも体育館の新築又は補修の床工事又は壁

工事と推認され、被災者が作業中に石綿にばく露していたとしても、上記イ

のばく露にとどまるものと推認される。 

（３）請求人は、「Ｊの会社作業場の床、天井、壁に石綿が吹き付けられていた。」

との旨を述べ、その根拠として平成２６年に行われた解体工事の見積書に「ア
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スベスト除去工事」と記載されていることをあげ、また、Ｌは、要旨、「現場で

使用した金属材料を持ち帰り加工していた。」と述べていることから、上記（２）

のとおり、使用する材料には石綿が含まれていなかったと考えられるものの、

決定書に説示するとおり、被災者は、会社作業場において、労災保険法の特別加

入をした昭和５６年５月から死亡した平成１２年３月までの約１８年９か月に

ついて、石綿の間接的なばく露を受ける作業を行っていたものと認められる。 

なお、請求人は、令和元年１１月５日付け意見書において、「被災者の労災保

険法で認定されるばく露期間は１８年９か月であることに異論はない。」と述

べている。 

（４）（１）ないし（３）のことから、被災者が、石綿糸、石綿布等の石綿紡織製品

又は石綿セメント又はこれを原料として製造される石綿スレート、石綿高圧管、

石綿円筒等の石綿製品の製造工程における作業及び石綿の吹付け作業に労働者

又は特別加入者として従事した期間はなかったものと認められる。 

３ 当審査会の判断 

（１）石綿健康被害救済法による特別遺族給付金は、労働者又は特別加入者であっ

て、石綿にさらされる業務に従事することにより中皮腫、気管支又は肺の悪性新

生物（以下「肺がん」という。）、石綿肺、良性石綿胸水及びびまん性胸膜肥厚

にかかり、これにより死亡した者の遺族であって労災保険法による遺族補償給付

を受ける権利が時効により消滅したものに対しその請求に基づき支給され、石綿

にさらされることによる疾病の業務起因性については、厚生労働省労働基準局長

が「石綿による疾病の認定基準について」（平成２４年３月２９日付け基発０３

２９第２号。以下「認定基準」という。）を定めている。 

（２）被災者に発症した疾病について、Ｑ医師は平成１２年５月１７日付け証明書

において、「被災者は、転移性肝がんが疑われ、肝生検の結果、肺が原発と思わ

れる小細胞がんが指摘され、死亡後の病理解剖において、肺小細胞がんが原発

と考えられる転移性肝がんとの結果を得た。」旨述べている。Ｑ医師の見解につ

いて、Ｒ医師は、平成３０年５月３０日付け意見書において、「Ｑ医師の原発性

肺がんとする診断は妥当と思われる。」旨述べていることから、決定書に説示す

るとおり、被災者に発症し、被災者の死亡の原因となった本件疾病は、認定基準

に掲げる疾病であると認められる。 

（３）被災者が従事した石綿ばく露作業については、上記２に説示するとおりであ
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るが、被災者が、石綿糸、石綿布等の石綿紡織製品又は石綿セメント又はこれを

原料として製造される石綿スレート、石綿高圧管、石綿円筒等の石綿製品の製

造工程における作業及び石綿の吹付け作業に労働者又は特別加入者として従事

した期間は認められない。 

（４）Ｒ医師は、被災者のＣ医療機関入院診療録を検討し、前記意見書において、要

旨、第 1 型以上の石綿肺及び胸膜プラークは、胸部Ｘ線及び胸部ＣＴレポート

及び解剖所見から、存在を疑わせる記載は認められず、石綿小体及び石綿繊維

は測定されていない旨述べている。Ｒ医師の見解は妥当なものと認められるこ

とから、以下のとおり判断する。 

ア じん肺法に定める胸部Ｘ線写真の像が、第 1 型以上である石綿肺の所見は

得られていない。 

イ 胸部Ｘ線検査及び胸部ＣＴ検査等により、胸膜プラークは認められない。 

ウ 石綿小体又は石綿繊維の測定はされておらず、それらの所見は確認されて

いない。 

（５）本件一件記録を精査したところ、胸部Ｘ線検査及び胸部ＣＴ検査に関する記

載において、びまん性胸膜肥厚を疑う記載は認められないことから、被災者に

発症した本件疾病は、びまん性胸膜肥厚を併発したものとはいえない。 

（６）以上のとおりであるから、本件疾病の発症及び死亡は業務に起因するもので

はないから、業務上の事由によるものということはできない。 

４ 結  論 

よって、本件処分は妥当であって、これを取り消すべき理由はないから、請求人

の本件再審査請求を棄却することとして、主文のとおり裁決する。 

 

令和２年４月１７日 

 


